
過去５年間の一般会計歳入・歳出決算額・市債（借入金）
■歳入

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

自主財源 ６１億３，２６１万４千円 ５９億９，４６６万４千円 ６３億９，２３０万２千円 ６０億４，７５２万６千円 ５７億６１９万８千円

依存財源 １２５億８，９３６万０千円 ９９億６，４６２万３千円 ９１億９，９３８万０千円 ９７億１，４９８万９千円 １２３億２，２７３万７千円

合　計 １８７億２，１９７万４千円 １５９億５，９２８万７千円 １５５億９，１６８万２千円 １５７億６，２５１万５千円 １８０億２，８９３万５千円

■歳出

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

合　計 １７４億８，６０３万９千円 １４６億２，９７９万９千円 １４４億４，５４７万０千円 １４５億５，９４５万５千円 １６６億２，２８２万１千円

■市債（借入金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各年３月３１日現在

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

一般会計 ２０５億７，１０７万４千円 １９５億６，８１８万９千円 １８２億９，７８１万６千円 １７２億９，７０１万７千円 １６８億８，０９１万０千円

特別会計 ９２億９，７４５万１千円 ９３億９，４３５万４千円 ９４億２０万４千円 ９３億７，２７３万２千円 ９２億７，８２９万６千円

合　計 ２９８億６，８５２万５千円 ２８９億６，２５４万３千円 ２７６億９，８０２万０千円 ２６６億６，９７４万９千円 ２６１億５，９２０万６千円

市税
３７億８，２６８万６千円

（２１．０％）

繰越金 １２億３０６万円（６．７％）

その他 ７億２，０４５万２千円（４．０％）

地方交付税
６４億５，１８５万２千円

（３５．８％）

国・県支出金
３５億３，５０６万５千円

（１９．６％）

市債 １６億７，５３０万円（９．３％）

その他 ６億６，０５２万円（３．６％）

自主財源

３１．７％
依存財源

６８．３％

民生費
４３億９，１０９万６千円

（２６．４％）

総務費
２８億２，４１８万２千円

（１７．０％）

公債費
２４億１，２６７万６千円

（１４．５％）

教育費
１７億６，６６４万３千円

（１０．６％）

土木費
１６億５，４８９万２千円（１０．０％）

衛生費
１１億８，７４７万９千円（７．１％）

農林水産業費
１０億６，７８６万３千円（６．４％）

消防費 ８億７，５５２万３千円（５．３％）

その他 ４億４，２４６万７千円（２．７％）

決
算

報
告

歳入  １８０億２，８９３万５千円歳出  １６６億２，２８２万１千円

■市の財産　　　　　　　　　　　　　　　　 平成２２年３月３１日現在

土　　地 建　　物 有価証券等 各種積立金

１，９７４，５９１.９５㎡ ２２４，１８２．８３㎡ ３億４，９８３万８千円 ３９億１，２９８万４千円

　今月号は、「平成２１年度伊予市決算」と「平成２１年度伊予市

財政健全化判断比率」を公表します。

■平成２１年度に負担した額（一般会計のみ）

　市民１人あたり　１０１，２７６円

■平成２２年３月末日現在の伊予市の借金（一般会計のみ）

　市民１人あたり　４２６，９３０円

一般会計

広報いよし (�)



収入済額 支出済額

国民健康保険（事業勘定） ４５億９，１１３万０千円 ４５億６，２４３万５千円

　　 〃 （診療施設勘定） ２億４，０３１万９千円 １億８，０５８万９千円

老人保健 １，５１４万０千円 １，１３１万５千円

介護保険 ３４億９，４５９万２千円 ３４億３，１６８万３千円

簡易水道 １億４，７５４万９千円 １億４，７４８万３千円

飲料水供給施設 ３５１万１千円 ３５０万０千円

浄化槽整備 ２，４９３万５千円 ２，４９３万５千円

農業集落排水 ２億１，６６４万８千円 ２億１，６６４万８千円

伊予港上屋 １，５９２万６千円 ９２４万１千円

公共下水道 １３億７，２１０万１千円 １３億６，９６４万１千円

特定環境保全公共下水道 ７，４１２万５千円 ７，４１２万３千円

介護サービス事業 ２，１７５万６千円 ２，１７５万６千円

後期高齢者医療 ３億６，４１３万５千円 ３億４，９０９万１千円

都市総合文化施設運営事業 １億１，１８３万５千円 ８，２１０万８千円

合　　計 １０６億９，３７０万２千円 １０４億８，４５４万６千円

※金額は、表示単位未満を四捨五入したものです。合計額と内訳が一致しない
場合があります。

用語の解説

■一般会計　市が行う行政運営の基本的な

経費を計上したもので、市税などを主な財源

として構成し、市の会計の中心となるもの

■特別会計　市が特定の事業を行う場合に

一般会計と区別して設置し、その特定の歳出

に充てるもの

■自主財源　市税、使用料・手数料、諸収入な

ど、市が自ら調達できる財源

■依存財源　国や県から、定められた額を交

付される財源

■市税　市に納められる財源で、市民税・固定

資産税・軽自動車税・市たばこ税があります

■地方交付税　一定の行政サービスの水準を

維持するために国から交付されるもの

■国・県支出金　特定の事業を行う際に、その

経費の財源として国・県から支出されるもの

■市債　主に建設事業の資金として、国や金

融機関などから借り入れるもの

■民生費　社会福祉、高齢者、障害者、児童

福祉、生活保護など、住民が一定水準の生活

と安定した社会生活を保障するための経費

■総務費　全般的な管理事務や庁舎、戸籍、統

計、徴税、選挙など、地方公共団体共通の経費

■公債費　借り入れた地方債（市債）を返済す

るための経費

■教育費　幼稚園、小中学校、社会教育、社会

体育などのための経費

■土木費　道路橋梁、河川、都市計画、公園整

備などのための経費

■衛生費　保健衛生、ごみ、し尿など住民が健

康で衛生的な生活環境を保持するための経費

■農林水産業費　農業、林業、水産業振興な

どのための経費

■消防費　消防や救急活動のための経費

■実質赤字比率　一般会計の実質赤字が標

準財政規模に占める割合

■連結実質赤字比率　全会計の実質赤字が

標準財政規模に占める割合

■実質公債費比率　一般会計などが負担す

る元利償還金と準元利償還金の標準財政規

模に占める割合

■将来負担比率　一般会計などが将来負担

すべき債務の標準財政規模に占める割合

■資金不足比率　各企業会計の「事業規模」に

対する資金の不足額の比率。事業の規模とは、

営業収益の額に相当します。

特別会計

■健全化判断比率

実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

将来負担
比率

伊予市の比率 ― ― １５．２％ １０２．９％

早期健全化基準 １３．２％ １８．２％ ２５．０％ ３５０．０％

財政再生基準 ２０．０％ ４０．０％ ３５．０％

※実質赤字額及び連結実質赤字額が生じていないため「－」で記載。

■資金不足比率

公営企業会計の名称 資金不足比率
経営健全化

基準

水道事業会計 ー

２０．０％

簡易水道特別会計 ー

飲料水供給施設特別会計 ー

浄化槽整備特別会計 ー

農業集落排水特別会計 ー

公共下水道特別会計 ー

特定環境保全公共下水道特別会計 ー

伊予港上屋特別会計 ー

都市総合文化施設運営事業特別会計 ー

※資金不足が生じていないため「－」で記載。

平成２１年度 財政健全化判断比率の公表

■平成２１年度の標準財政規模

　１０８億８，１８０万３千円

広報いよし(�)


